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はじめに
　わが国において、刑事施設に関して、刑事収容施設及び被収容者等の処遇
に関する法律が2007年に施行され（監獄法の全面改正）、わが国の行刑は、
実質的法治主義の実現の観点から大きな一歩を踏み出した（人権尊重を前提
とする法治主義の実現あるいはその実効性の担保は救済制度の整備を不可欠
のものとする。上記法律の下での救済制度としては、行刑行政における特別
の不服申立制度の誕生が注目されたが、なお、限定列挙された不服申立事項
の妥当性、限定列挙主義それ自体の妥当性、この法律における執行停止制度
の妥当性等少なからず問題点も指摘されている
（1）
）。
　この点、フランスにおいては、2000年に始まる行刑法制定の動向の中、刑
事施設に関し、「監獄の公役務に関する基本法」とされる、2009年11月24日
の行刑法（以下「2009年法」ないし単に「法」とする）が制定され
（2）
、とり
わけ、この法律が規定する、刑事施設被収容者の権利の保障、刑罰の調整を
（ 1） 拙稿「刑事収容施設における『不服申立て』概観（ 1）、（ 2）」専法104号（2008）
39頁以下、105号（2009）51頁以下を参照。
（ 2） 制定背景も含め、この法律を紹介するものとして、鈴木尊紘「［フランス］監獄基
本法の制定」外法243‒1号（2010年）10頁以下、末道康之「フランスにおける行刑法の
制定と刑罰の調整の理念と現実」法研84巻 9 号（2011）年（以下、末道①とする）481
頁以下、同「フランス行刑法の制定と刑罰の執行に関する改正」犯罪と非行175号（2013
年）（（以下、末道②とする）121頁以下がある。この法律は、その後改正を経ており、
本稿は、本稿執筆時の最新ヴァージョンである2015年 4 月25日施行のものを前提とする
が、本稿で扱った論点に関わって言えば、内容的には、大きな変更点はない。2009年法
以外の近年の行刑改革の動向については、服部有希「［フランス］行刑改革に関する法
改正」外法252‒2号（2012年）10頁以下、白取裕司「フランス行刑の最近の動向」犯罪
と非行181号（2016年）187 頁以下、相澤育郎「研究ノート・フランスにおける刑罰適
用裁判官の歴史的展開」龍谷48巻 2 号（2015年）210頁以下を参照。
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めぐり、フランスにおいて多様な議論を生じさせている
（3）
。
　2009年法制定の背景としては、フランスにおける刑事施設の老朽化、過剰
収容の問題等への対処の課題の存在、欧州議会が発した1998年12月17日の決
議等による構成各国への被収容者の権利及び義務を規定する法的枠組の策定
の求めと、これに応えて行刑関連法を実現した構成諸国の存在、被収容者の
権利義務・行刑行政に関する定めにおけるデクレ等行政準則の支配というフ
ランス的状況の存在があり、フランスは、刑事施設における被収容者の権利
保障等について法律で規定する必要性に迫られていた
（4）
。
　わが国の刑法学者によれば、2009年法は、刑事施設における被収容者の権
利の保障の強化と、過剰拘禁・収容の状況を改善するため、短期自由刑につ
いては、実刑を言い渡すのではなく、刑罰の調整すなわち代替刑によって社
会内での刑罰の執行を優先することを明記した点においても非常に意義があ
ると評価されるところである
（5）
。刑罰の調整については、本稿では扱わない。
　被収容者の権利について言えば、問題は、言うところの被収容者の「権利
の保障の強化」の内容である。フランスの行政学者・行政法学者である
ジャック・シュヴァリエは、 2009年法は、「被収容者の権利および義務」に
一つの章（第 3章）を充てることで重要な転換を構成するが、「承認された
諸権利の射程と当該権利保障の実効性の問題」が存在すると言う
（6）
。
　被収容者の権利保障については、これを担保する裁判統制の有り様の検討
も不可欠である。日本における上記刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関
（ 3） 例えば、被収容者の権利について、2012年 1 月26日から27日に渡ってリュクサン
ブール宮（上院）でシンポジウムが開催され、そこでの議論はS. Boussard (dir), Les 
droits de la personne détenue, Dalloz（2013）として公刊されている。
（ 4） 鈴木・前掲注 2）10頁、末道①・前掲注 2）482頁を参照。
（ 5） 末道①・前掲注 2）483頁、末道②・前掲注 2）125頁。
（ 6） J. Chevallier, Préface, in S. Boussard (dir), Les droits de la personne détenue, 
Dalloz（2013）p. 1‒2.
フランスにおける行刑行政訴訟の検討に向けて
77
する法律のもとでの、行刑行政領域における筆者の問題関心は、被収容者の
人権保障と関わり、これを担保する裁判統制の有り様である。被収容者の権
利の強化は、立法者のイニシアチブにおける権利の拡大と、拘禁条件につい
ての行政裁判所による裁判統制の継続的な進展による権利保障から生ず
る
（7）
。この点、フランスにおいては、近年、行刑行政訴訟と関わって、行政
裁判所による裁判統制の深化が指摘されている
（8）
。2009年法と関わっては、
欧州人権裁判所の法律制定への貢献・影響が言われる
（9）
とともに、上記「深
化」の発現としての行政判例の2009年法への貢献・影響
（10）
、また、2009年法
の行政判例への影響も言われる
（11）
。
　2009年法が規定する「被収容者の権利の保障」については、上記のように
既にわが国の刑法学者による検討が存在する。本稿は、2009年法についての
（ 7） Chevallier, op.cit., p. 2.
（ 8） 例えば、J.-M.Sauvé, Le contrôle de l’administration pénitentiaire par le juge 
administratif, www.conseil-etat.fr/Actualités/Discours-et-Interventions/Le-controle-
de-l-administration- pénitentiaire -par-le-juge-administratif.html.　
（ 9） 例えば、Stéphane de La Rosa, La part du droit européen dans la reconnaissance 
des droits des détenus. Rotour sur une inﬂuence à plusieurs visage, in S. Boussard 
(dir), Les droits de la personne détenue, Dalloz（2013）, p53 et s.　
（10） Chevallier, op.cit., p. 1, J.-C. Fromont, La loi pénitentiaire du 24 nov. 2009: une 
ambition modéreé・・・, R. D. P（2010）, p. 698 et p. 700; F. Février, La loi pénitenti-
aire du 24 novembre. 2009: Nécessité de la loi pénitentiaire, R. F. D. A （2010）, p. 16‒
17et p. 20; M. Giacopelli, Le contenu de la loi pénitentiaire:des avencées encore in-
usfﬁsantes, R. F. D. A （2010）, p. 29; D.Costa, La juridictionnalisation des mesures de 
l'administration pénitentiaire, in S. Boussard (dir), Les droits de la personne dé-
tenue, Dalloz（2013）, p. 294; I. Fouchard, Décès violents de détenus en prison. Les 
évolutions récentes de la responsabilité de l’Etat, A. J. D. A.（2011）, p. 148 等。C. 
Vigouroux, La valeur de la jusutice en detention, A. J. D. A （2009）, p. 405は、その影
響を前提としつつ、行政裁判官の役割を過大評価してはならないとする。
（11） Février, op.cit., p. 20; I. Fouchard, op.cit., p. 147 et p. 149; Stéphane de La Rosa, 
op.cit. p. 68.
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上記の「影響」（行政判例の法への影響と法の行政判例への影響）を射程に
入れ、行刑行政に対する裁判統制の現状とその実効性を検討（言うところの
「深化」の検証）する前提として、法が規定する「被収容者の権利の保障」
に関わるフランスの議論を、主として、「影響」に関わると思われるものに
ついて紹介するものである。
一　被収容者の権利
　2009法は、被収容者の権利保障につき、2006年に採択された欧州行刑規
則
（12）
への適合を目的としていたことは明らかである。この点「この法律は、
とりわけ、欧州人権裁判所によって作成された規範および欧州行刑規則の内
容である諸勧告を書き写すという野心を持っていた」、あるいは、「法の主要
な目的の一つは、明らかに、欧州行刑規則の論理に従って被収容者の権利を
法律で規定することであり」、この点「2006年に採択された欧州行刑規則に
従うという政府の意図は、非常に明確であった」とされているところであ
る
（13）
。
　フランスの刑法学者セレは、欧州人権条約、この条約を前提とする被収容
者に関する豊富な欧州人権裁判所の判例、2006年の刷新された欧州行刑規則
の求めるところを是とし、この観点から、 （セレの表現を借りれば）2009年
（12） この規則について、吉田敏雄「欧州刑事施設規則（ 1）、（ 2・完）」北海学園大学
学園論集135号95頁以下、136号117頁以下を参照。　
（13） B. Pastre- Belda, Les régimes de détention et la question de l'individualisation 
du parcours de détention, in S. Boussard (dir), Les droits de la personne détenue, 
Dalloz （2013）, p. 161; S. Boussard, Le service public pénitentiaire, cadre de la 
reconnaisance des droits de la personne détenue, in S.Boussard (dir), Les droits de la 
personne détenue, Dalloz （2013）, p. 28. この他、Fromont, op.cit., p. 698. および
Giacopelli, op.cit., p. 28も参照。　
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法とヨーロッパ法の対照表の作成を行った
（14）
。
　セレによれば、重要な改善であり明白に改善されたものとして位置付けら
れるのは、被収容者の身体の完全性の保障（法44条）、被収容者の尊厳の保
障（法22条）、身体検査（法57条、尊厳の原則と関わって）、電子監視による
住居の指定（法71条）、被収容者の受入〔入所〕（法23条）と被収容者の現状
（人格・健康）把握（法89条）である。また、重要な改善であるが、なお、
不完全であると位置付けられるのは、独居房（個室）収容の原則（法100条）、
刑務作業（法33条）、 私的および家族生活の尊重および外部との関係の尊重
（法34・36条・40条・41条・42条）、意見提出（表現）の権利（法24条）、隔
離（法92条）である。また、明らかに改善が「停滞」しており改善が不十分
であると位置づけられるのは、懲罰制度（法91条）、行刑委員会についてで
ある。最後に、その他保障された権利として言及されているのが、懲罰とか
かわっての争訟への権利（法91条）、拘禁制度の差別化（法89条）について
である。
　さしあたり、上記セレの整理を念頭に置き、以下、法が言う「被収容者の
権利の保障」について、主として、上記「影響」に関わると思われるものの
みを概観する。
　 １　身体の完全性
　法44条は、「行刑行政は、集団及び個人で処遇を受けるあらゆる場所にお
いて、各被収容者の身体の完全性を実効的に確保しなければならない。過失
が存在しない場合でも、国家は、他の被収容者によって行刑行政内部におい
（14） P. Céré , Le nouveau droit pénitentaire et le respect du droit européen. Esquisse 
de comparison, A. J. P（2009）, p. 476 et s. なおFromont, op.cit., p. 700は、2009年法の
セレの被収容者の権利義務に関する分析を体系的分析と位置付けている。末道①・前掲
注 2）おける被収容者の権利保障に関する分析は、基本的に、このセレ論文に依拠して
いると思われる。　
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て犯された暴力による被収容者の死亡について損害を賠償しなければならな
い。一人または複数の同房者による暴行行為の被害者である被収容者は、監
視および特別の拘禁制度の対象となる。被害者である被収容者は、優先的に、
独居房（個室）を割り当てられる。被収容者が、死亡したとき、行刑行政は、
ただちに、その家族または近親者に、死亡が生じた状況、申請があれば、死
亡させられた方法を知らせなければならない」と規定する。また、身体の完
全性の確保のため、法58条は、「監視カメラは、行刑施設内部において人の
身体の完全を侵害する危険を出現させる共有（用）空間に設置される」「そ
の設置はこの法律の施行以後開設される行刑施設の全体にとっての義務であ
る」と規定する
（15）
。
　法44条については、欧州人権裁判所およびフランスの行政判例の進展およ
び両者の結合したインパクトの下で、被収容者の安全および身体の完全性へ
の権利の確認において、実質的な進展を実現するものである
（16）
、あるいは、
法律の最も重要な点は、安全への権利の宣言の中にあり、それは44条で体現
される
（17）
、法は、被収容者の生命・生活を保護する義務を立法レベルに引き
上げた
（18）
、とされているところである。
　特に、立法者による無過失責任制度の導入については、行政裁判官に先行
して（行政判例を超えて）、無過失責任制度を被収容者に又はより正確には
（15） M. Herzog-Evans, Loi pénitentiaire n°2009‒1436 du 24 novembre 2009: 
changement de paradigme pénologique et toute puissance administrative, D（2010）, 
n°1, p. 35は、「欧州行刑規則がそれを述べるように、たとえ、人による監視および拘禁
の中心部分における職員の存在が、暴力を防ぐために、技術的装置に優位する装置であ
るとしても、死角の問題は、悩ませる問題であった、そして、その問題が処理されたと
いうことは喜ばしい。」とする。　
（16） Fromont, op.cit., p. 700; Céré, op.cit., p. 477; Giacopelli, op.cit., p. 29も参照。
（17） Herzog-Evans, op.cit., p. 35.
（18） Boussard, op.cit., p. 35.
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死亡した受刑者の権利承継人に拡大したのはまさに立法者であり
（19）
、「行政裁
判官による行刑行政に対する、そして欧州人権裁判官によるフランス国家に
対する繰り返される非難と、行刑公役務の利用者が刑務所において非業の死
を遂げるとき国家によるその責任の引き受けを目指す市民社会の要請に対応
する」
（20）
と評価されているのである。
　しかし、ここでいう無過失責任制度の導入については、他の被収容者の暴
行による被収容者の死亡の場合に限定され、行刑職員によるまた行刑公役務
の外部の行為者による暴行は排除され、また、暴行に起因する自殺の場合も
排除されており
（21）
、無過失責任の範囲が限定されていること
（22）
、「この無過失
責任制度は、安全義務を行刑行政の責任とし、被収容者の生命に対する権利
を是認するものであるが、死亡のみでなく被収容者が被る特に重大な別の損
害に拡大されることが望まれる」
（23）
ことが指摘される。この点、行政裁判官へ
の問題解決の期待も言われ
（24）
、また、法44条は、各被収容者に身体の完全性
の実効的な保護を保障する行刑行政の義務を規定することで行政判例に影響
を及ぼすのであり、重過失の要求の放棄の方向における判例の進展を強化す
るに至るだろう、との指摘
（25）
もある。
　ここでは、法44条制定へのフランスの行政裁判所（行政判例）の影響、44
（19） Fouchard, op.cit., p. 146; L. Perdrix, Les droits et devoirs des détenus: les 
nouvelles contraintes du droit de la responsabilité, in S. Boussard (dir), Les droits de 
la personne détenue, Dalloz（2013）, p. 143.
（20） Fouchard, op.cit., p. 148.
（21） 自殺に関する国家賠償訴訟の増加について、OIP (Observatoire International des 
Prisons), Les conditions de détentions en France, La Découverte（2012）, p. 246‒247.
（22） Fouchard, op.cit., p. 146‒147; Giacopelli, op.cit., p. 29.
（23） Costa, op.cit., p. 294.
（24） Fouchard, op.cit., p. 147は、「行政裁判官には、将来、自殺に関して無過失責任を
承認するかどうかという問題が定立される」 とする。
（25） OIP, op.cit., p. 246‒247.　
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条の行政裁判所（行政判例）への影響あるいは影響可能性（とりわけ国家賠
償責任における過失論と関わって）の指摘の存在を確認しておきたい。この
点は、筆者の次稿の課題と関わっては、行刑行政に関する国家賠償訴訟の検
討と連動する。
　 ２　尊厳の保障
（1）尊厳の保障
　法22条は、「行刑行政は、すべての被収容者に、その尊厳と権利の尊重を
保障する。権利の行使は、拘禁に内在する制約、安全の維持、刑事施設の適
正な秩序の維持、再犯の防止および被害者の利益の保護からする制限以外の
制限の対象となりえない。これら制限は、被収容者の年齢、健康状態、障害、
人格を考慮してなされる」と規定する。
　法22条については、人間の尊厳に適合する条件（処遇等）への被収容者の
権利を認める欧州人権裁判所の判決
（26）
の言うところを取り入れ、権利の名義
人として被収容者を承認したものであり
（27）
、2009年法において中心的位置を
占める
（28）
と評価される（なお、尊厳の文言は、規定上、22条の他、法52条［「す
べての出産または婦人科的検査（診察）は、拘禁された女性の尊厳の尊重へ
の権利を保障するために、なんの拘束もうけず、行刑職員の立会なしに行わ
れなければならない」］、さらに新たな刑事訴訟法716条の「被疑者、被告人
及び重罪院被告人は、独居房（個室）に収容される・・・。被疑者、被告人
及び重罪院被告人が、雑居房（集団・共同房）に収容されるとき、雑居房は、
そこに収容される被収容者の数に見合うものでなければならない。被収容者
は、同房に適性を有するものでなければならない。その安全と尊厳は、確保
されなければならない」との規定に現れるのみである）。
（26） CEDH 26 oct. 2000, Kulda c/Pologne, req. n030210/96.
（27） Pastre- Belda, op.cit., p. 161.
（28） F. Février, op.cit., p19.
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　尊厳についていえば、従前、国内判例における原則の展開と一般化に並行
して、尊厳への準拠は徐々に拡大していたが、哲学的、政治的コンテクスト
における補助的役割であり、ほとんど訴訟レベルでは機能しないものとして
感じ取られていた
（29）
。この点、尊厳の原則が、ここで、レトリックな機能の
みを有するとすれば、多分、行刑に関する判例における原則の拡大する役割
という重要な要素を脇におくことになるだろうし、（レトリックとしての）
尊厳という言葉を使用しながら、被収容者の権利に言及する（権利を言う）
ということのみでは、実際、刑務所制度と被収容者の関係を覆した又は再考
したということを意味しないと指摘されていた
（30）
。
　ところで、上記欧州人権裁判所の判決＝Kudla判決は、刑務所（刑事施設）
の条件を対象とする訴訟において、尊厳の原則の「新たなアプローチ」の形
態を導入し、この判決により、人権裁判所は、人間の尊厳の概念への準拠を、
自立的かつ客観的な仕方で理解し、国家は、人間の尊厳の尊重と両立する条
件においてすべての受刑者が拘禁されるということを確保しなければならな
いという、積極的義務を引き出すものであり（尊厳の尊重に適合する条件を
確保する義務は、その非遵守が、被収容者にたいして、補填することが国家
に帰属する損害を構成する余地のある、国家および行刑機関の積極的義務）、
Kudla判決からする判例は、ヨーロッパ判例および国内行政判例における拘
禁条件についての尊厳の一般原則の普及においてのベクトルとして役立った
と評される
（31）
。
　他方、フランスの行政裁判所に関して言えば、「人に固有の尊厳の尊重の
侵害は、それ自身で、性質上、精神的かつその意味で補償を受けることので
（29） Rosa, op.cit., p. 64‒65.
（30） S. Hennette-Vauchez, Le principe de dignité de la personne humaine, scole des 
droits fondamentaux de la personne détenue?, in S. Boussard (dir), Les droits de la 
personne détenue, Dalloz（2013）, p. 43‒44.　
（31） Rosa, op.cit., p. 65‒66.　
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きる損害を生じさせる」とする判決
（32）
等
（33）
があるが、これら判決は、拘禁条件
に関して尊厳の原則の潜在能力を示すものであるとはいえ、これら判決は、
限定されたままであり、被収容者による原則の準拠に関する確立された判例
に到達しなかった状況があった
（34）
。
　訴訟との関係で言えば、それについて総括するにはまだ早いが、2009年法
の可決は、この原則の訴訟上の潜在能力を進展させる性質のものであると指
摘される
（35）
。また、この「潜在能力」との関係でいうと、尊厳の原則は、拘
禁の実質的条件に関してだけではなく、同様に、被収容者の権利に関して、
法制定以前に、フランスの裁判官の─とりわけ行政裁判官の─動態的な判例
において次第に存在感を示すものとなってきているとの指摘がある
（36）
。これ
ら指摘を前提にすると、法が明示した尊厳の保障の原則は、今後、被収容者
の権利保障とかかわって、フランスの行政裁判所・行政判例へのその影響及
び影響可能性を否定することはできない。この点は、権利へのアクセスの基
礎（根拠）として尊厳を考えることが可能かつ有益であり
（37）
、尊厳の原則へ
の準拠は、権利に価値論基礎を与え、権利の定着に貢献する
（38）
、との指摘と
併わせて考える必要があろう。
（2）差別化された拘禁制度
　法89条は、刑事訴訟法717‒1条を以下のような内容を有するものとして改
（32） CAA  Douai, 12 nov. 2009, Garde des Sceaux ministre de la Justice c/M. Paul B, 
M. Yannick C et  M.Mohamed A, req. n009DA00782.
（33） TA  Rouen, 27 mars 2008, Christian Donat, req, n00602590.
（34） Rosa, op.cit., p. 68.
（35） Ibid.
（36） Hannette-Vauchez, op.cit., p43は、判例データベースにおいて、「尊厳」、「被収容
者」のキーワードからする、行政裁判官の判決を分析している。
（37） Hannette-Vauchez, op.cit., p.50.
（38） Chevallier, op.cit., p.2.
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正する。
「行刑施設への被収容者の収容時、学際的な観察期間の後に、被収容者は、
人格の総合評価の対象となる。刑（罰）の執行の行程は、その有罪判決が確
定してから、被収容者と協議のうえ、受刑者のために施設長および更正保護
部長によって作成される」。
「拘禁体制は、被収容者の人格、健康状態、危険性、社会復帰に関する努力
に鑑みて決定される」「より厳しい拘禁体制の下への被収容者の配置は、22
条の対象となる権利を侵害してならない」。
　法89条は、同一の施設内部における厳格な拘禁体制すなわち差別化された
拘禁制度（以下「差別化された制度」とする）を承認し、法22条に言う尊厳
と権利の保障を、差別化された制度の歯止めとする。
　この差別化された制度自体新しいものではなく、その実務を前提に法的枠
みが期待されていた特定の拘禁センター（拘置所）において法律の枠組みの
外で、2002年以来行われる、同一の施設内部における拘禁制度の差別化につ
いては（特定の拘禁センター［拘置所］は、2002年以降、差別化された拘禁
制度の実務を導入し、「（処遇）困難」と判断された被収容者に、より厳しい
拘禁制度を適用した）、制度の適用が、特定の被収容者に限定されるために
は、法律および命令における基準を厳格に定める必要があったのであり、立
法者によるこの実務の法的枠組みの作成が望まれていたが、行刑法律に、そ
の法的基礎を見いだした
（39）
。行刑行政は、人格、健康状態、危険性および社
会復帰に関する努力に鑑みて、被収容者の拘禁条件・労働および刑罰の調整
へのアクセスの可能性についての多くの影響を伴う
（40）
、より厳しい、または
厳しくない拘禁制度の下に、被収容者を置くことができる
（41）
。
（39） Pastre- Belda, op.cit., p. 162; OIP, op.cit., p. 78.
（40） OIP, op.cit., p. 78
（41） 現実には、三つのタイプの拘禁制度が、実際上（実務上）、識別されうるという。
昼間扉が開放された「自由な」制度、房の扉が終日閉じられた「閉じられた」制度＝被
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　法による差別化された拘禁制度の正面からの承認は、刑罰の執行の個別化
という点で評価できるとされるものであり
（42）
、差別化された制度は、一方で、
被収容者に対して定期的に行われる専門他分野に渡る総合評価に依拠する拘
禁制度の個別化の原則を創設し、被収容者の人格、危険度、社会復帰への努
力を考慮するこの制度が被収容者の尊厳および基本的権利の尊重を侵害しえ
ないものであることを規定する立法者によって強く枠づけられるとされ
る
（43）
。しかし、他方で、「刑罰の執行の個別化は、なによりも、被収容者の社
会復帰のために行われなければならず、差別化された制度は、懲罰の道具に
なってはならないし、もっぱら、刑事施設の被収容者の管理を容易にすると
いう排他的な目的において、『良き』被収容者から『悪しき』被収容者を分
離することを目的とするシステムを構成してはならない」
（44）
と評されるこの制
度は、以下のような批判も生じさせている。
　差別化された制度への被収容者の配置決定の基準（「人格」と［危険性］）
の主観性
（45）
、受刑者が付されるであろう処遇の相違の性質についての不明確
性
（46）
、差別化された制度への配置決定の理由付記等手続的規定の欠如
（47）
、これ
ら相まって生ずる行刑行政の広範な裁量の余地と行刑行政の恣意的権限行使
の危険性
（48）
、 恣意的権限行使と関わって、相対的に明確な規定によって規律
収容者は、その申請による以外には、行刑職員によって伴われることなしには房の外に
でることはできない、昼間の間だけ房の外に自由にでることができる中間的な制度の 3
つである。 2番目の閉じられた制度が、「厳格な」「差別化された」制度である。Pastre- 
Belda, op.cit., p.162; OIP, op.cit., p. 83‒84を参照。
（42） 末道①・前掲注 2）492頁。
（43） Février, op.cit., p. 20.
（44） Pastre- Belda, op.cit., p. 162.
（45） OIP, op.cit., p. 86; Pastre- Belda, op.cit., p. 169; Fromont, op.cit., p. 699.
（46） Céré, op.cit., p. 482; Pastre- Belda, op.cit., p. 169.
（47） Céré, op.cit., p. 482.　
（48） Pastre- Belda, op.cit., p. 169‒170; J. Schmitz, La Constitution, la loi, le règlemen 
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され、行政裁判所の統制の深化も言われる懲罰制度の代替としての差別化さ
れた制度の運用の危険性
（49）
、異なった行刑施設間の処遇の不均衡・被収容者
間の処遇の不平等
（50）
等である
（51）
　こうしたことから、法22条の尊厳の保障を相対化させるものとしての差別
化された制度の指摘も出てくる
（52）
。
　また、この制度と関わって、法22条自体の問題性も指摘される。前述のよ
うに、法89条は、同一の施設内部における厳格な拘禁体制すなわち差別化さ
れた拘禁制度を承認し、法22条の尊厳と権利の保障を、差別化された制度の
歯止めとするものであるとされる。この点、22条にいう、「これら制限は、
被収容者の年齢、健康状態、障害、人格を考慮してなされる」との規定は、
et l’exécution des peines de détention, RFDA（2015）p. 154.
（49） Pastre- Belda, 164 et170. この点、OIP, op.cit., p. 89 et93は､ 行刑行政は､ 立法者
によって法律化された差別化された制度と共に､ 行政が思うように､ そして､ 裁判統制
から免れながら拘禁を管理する新たな措置の出現､ あるいは､ 行政にとってより拘束的
な懲罰手続を遵守しなければならないことを避けるために､ 隠された懲罰の資格におい
て使用される装置の懸念を指摘する。他方､ Février, op.cit., p. 20は､ 2009法は､ 差別
化された制度の法律上の有効化により､ 同法による懲罰制度の緩和と均衡をとったとの
見解を示している。
（50） Pastre- Belda, op.cit., p.169; Giacopelli, op.cit., p.30［この論文で、差別化された
制度は、「誤った名案」と性質決定されている］；Schmitz, op.cit., p.154. OIP, op.cit., p. 
45は、差別化された制度に関して、その立法上の容認（是認、公認）は、受刑者の間で
の権利の不平等に依拠する刑務所システムから脅威を取り除くことを可能にする最小限
の手続的保障の創設によって均衡を採られていなかったとする。
（51） 差別化された制度への批判については、実務家＝行刑局長、元中央刑務所長の反論
が あ る。Julien Morel d’Arleux, Les régimes de détention et la question de 
l'individualisation du parcours de détention, in S. Boussard (dir), Les droits de la 
personne détenue, Dalloz （2013） p. 176 et s. を参照。なお、Céré, op.cit., p. 482は、異
議を生じさせるのは差別化された制度の存在ゆえにではなく、むしろ、被収容者のため
の制度的保障の欠如であるとしている。
（52） Pastre- Belda, op.cit., p. 161.　
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行刑施設の内部秩序と同様に、明確ではない包括的な事由を理由としてその
権利の制限を可能にするものであり、法22条は、「被収容者の人格、健康状
態」等を考慮する差別化された制度の支柱として役割を果たすものである、
あるいは、89条と結びつけられて、差別化された制度の広範な可能性を開く
ものであるとの指摘もある
（53）
。
　行刑行政による差別化された制度の実施は、特定の実体的権利を侵害する
余地のあるものである。被収容者にとって、厳しい拘禁制度への配置（収容）
または、より自由な制度への収容の変更の拒否に対抗するために、実効的か
つ効率的に、裁判官に訴訟提起できることが重要である。行刑法案を検討し
た議会の議論の枠組みにおいて、これら決定は、行政裁判所の前での訴訟の
対象となりうるであろうと考えられていた。その前提には、行刑行政におけ
る越権訴訟の対象を拡大するコンセイユ・デタ判例の存在があった
（54）
。この
議論の中で、司法大臣は、差別化された制度が恣意的なものではないという
ことの正当化のために、基準の明確性と行政裁判所の統制が可能である事を
挙げていた
（55）
。とすると越権訴訟の対象を拡大する行政裁判所の判例動向と
合わせて、差別化された制度との関係での裁判統制が実効性あるものである
かどうかの検討がこの制度への評価とも関わって必要になる。
（3）身体検査
　尊厳の保障と密接に関係するものとして身体検査の制度がある。 
　法57条は、「身体検査は、犯罪の推定または被収容者の行動が人の安全及
び施設の適正な秩序の維持に及ぼす危険によって正当化されなければならな
い。その種類と回数は、検査の必要性と被収容者の人格に厳格に適合するも
のとする」「身体検査は、触診または電子的な探知による検査では不十分な
（53） Herzog-Evans, op.cit., p. 32; Fromont, op.cit., p. 699.
（54） OIP, op.cit., p. 87‒88; Herzog-Evans, op.cit., p. 38も参照。　
（55） OIP, op.cit., p. 88.
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場合にのみ可能である」「体内検査は、特に理由がある場合を除いて、禁止
される。その際、体内検査は、行刑施設内部で業務を行っていないそして、
このために司法機関によって要請された医師によってのみ行われうる」と規
定する。法57条は、尊厳の保障の原則を強化するものであると評価される
（56）
。
　法57条は、欧州人権裁判所の判例の影響の下
（57）
、身体検査について必要性
と比例性の基準をとりいれた
（58）
。フンラス国内において、行政裁判所たるコ
ンセイユ・デタは、本法以前、フランスの行刑施設における身体検査は、
ヨーロッパ人権条約 3条（拷問の禁止）に適合するものと判示していたが、
法律の採択直前に、その判例は、必要性と比例性の要請の考慮の点で変化し
ていたことが指摘されている
（59）
。立法者は、例えば、被収容者は、面会とい
う理由のみでの被収容者の機械的なそして一般化された全身身体検査の実務
を終了させることを意図した
（60）
。法制定後、法57条を受け、コンセイユ・デ
タは、面会終了後、常に行われてきた被収容者の全身身体検査は、必要性を
超えた違法なものであると判示し
（61）
、ここに法の行政判例への直接的影響を
見て取ることができる。必要性と比例性は、被収容者の尊厳の尊重と併わせ
て考慮されなければならないものであるが
（62）
、この点、身体検査に関する行
政判例は、尊厳の保障の原則の推進力となるまたは尊厳の保障の原則の強化
（56） Céré, op.cit., p. 477.  また、Herzog-Evans, op.cit., 35; Rosa, op.cit., p. 57; Costa, 
op.cit., p. 287; Février, op.cit., p. 20; Giacopelli, op.cit., p. 30も積極的評価を与える.
（57） Rosa, op.cit., p. 57.
（58） なお、Rosa, op.cit., p.58は、法律の施行後も、行刑法律の適用に関する情報報告書
（セナの報告書）によって、比例性原則を無視した多くの全身身体検査の存続を確認す
る。
（59） Rosa, op.cit., p. 57.
（60） OIP, op.cit., p. 111.
（61） CE, réf. 9 sept. 2011, Garde des Sceaux, Minisitre de la Justice et des Libertes c/
M. Dezaire, req. n0352372.
（62） Hennette-Vauchez, op.cit., p. 43.　
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について中心的役割を示すものとされている
（63）
。筆者の次稿の課題と関わっ
ては、行政裁判所の身体検査をめぐる裁判統制・行政判例の現状と裁判統制
の実効性の検討の必要性を言うことができる。
　 3　被収容者に対する収容時の告知等
　法23条は、「刑事施設への入所の際、被収容者は、理解可能な言語での口
頭での説明および入所パンフレットの交付により、自らの拘禁制度、権利・
義務、被収容者が行うことができる争訟および申請に関するに内部規則を告
知される」「施設において適用される規範は、拘禁期間中、被収容者に知ら
され、アクセスできるものとする」と規定する。これらは、行刑法律によっ
て是認された最小限の情報伝達と位置付けられている
（64）
。被収容者は、収容
後、学際的な検証の時期の後、人格および健康調査の対象となる（法89条）。
また、法24条は、全ての被収容者は、自らの権利を知ることができなければ
ならず、そのために、各施設に置かれる無料の法律相談を受けることができ
なければならないと規定する。
　 4　移送
　2009年法は、多くの条項の中で、私的および家族生活の尊重、外部との関
係の尊重の肯認の視点を強化する。 3ヶ月に一度は家族との面会が許可さ
れ、訪問者の移動距離を考慮して期間が定められることを伴う、すべての受
刑者に対する家族生活の区画および家族面会室の一般化（36条）、その予審
が終了し、判決裁判所への召還を待っている被告人に対して「家族との接
触」を認める新機軸の権利（34条）、従来は、電話の使用は司法当局の許可
のもとでしか認められていなかった被告人も含め、全ての被収容者に認めら
（63） Henette-Vauchez, op.cit., p. 43.　
（64） Céré, op.cit., p. 478.　
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れる家族への電話連絡（法39条）、被収容者の文書の秘密の承認（法42条）、
あらゆる人との書面による通信の自由（その通信が社会復帰または公序及び
治安の維持を著しく危険に陥れると思われる場合を除く）の承認（40条）等
である
（65）
。
　法は、私的および家族生活の尊重、外部との関係の尊重の肯認の視点を強
化するが、他方で、その統制が現状において揺れ動く判例に委ねられている
移送についての法の沈黙が批判される
（66）
。この点、セレは、被収容者は、移
送の当否について行政裁判所の裁判統制に頼らなければならないが、その統
制の射的範囲は取るに足らないものであり、拘置所から刑罰のための施設へ
の収容変更決定または同種の施設間の収容変更決定は訴訟の対象とならない
こと、コンセイユ・デタにとって、拘禁センターと中央刑務所は、刑罰のた
めの施設としてみなされ、それ故同じ種類（性質）の施設として見なされる
ところとなっていること、かような移送決定が基本的自由および権利を問題
とするとき、統制が行政裁判所によって行われるのは、例外でしかないこと、
最後に、欧州行刑規則は、全ての受刑者は、別の施設への移送への権利を有
するべきであるとしていることを述べている
（67）
。この「その統制が現状にお
いて揺れ動く判例に委ねられている」移送については、法律制定後、同じ種
類（性質）の施設間の収容の変更決定を可能にとする裁判判決も登場してい
る
（68）
。この点、筆者の次稿の課題と関わって移送をめぐる行政裁判所の統制
の詳細な検討が必要である。
　 5　隔離
　法92条によって創設された、刑訴法726‒1条は、「全ての被収容者は、未成
（65） Céré, op.cit., p. 479,　末道①・前掲注 2）487‒488頁参照。
（66） Céré, op.cit., p. 479.
（67） Ibid.
（68） CE 15 juil. 2010, M. Pascal A., req. n0340313. Rosa, op.cit., p. 58を参照。
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年の場合を除いて、最大限 3か月間、被収容者の申請または行刑機関の職権
により、予防または安全（保安）のため隔離されうる。この措置は、弁護士
によって補佐されうる当該被収容者が、口頭で意見を述べまたは書面で意見
を提出することができる対審弁論を経て、同期間更新されうる。隔離は、司
法機関（当局）による意見提示の後でなければ、一年を超えて延長されない」
「隔離収容は、安全（保安）の要請からする制限の場合を除いて、法22条の
対象である権利を侵害してはならない」「被収容者が、隔離収容される場合、
行政裁判法L521‒2条の適用において、急速審理裁判官に訴えを提起するこ
とができる」「本条文の適用要件は、コンセイユ・デタの議を経たデクレが
これを定める」と規定する。
　実効的な争訟の欠如または非人道的処遇を理由にヨーロッパ人権裁判所に
より批判されてきた、フランスの行刑（刑事）施設の安全（保安）の枠組み
における特定の措置は、刑事訴訟法の特別の条項の対象となり、隔離措置は、
懲罰措置ではなく、保安措置であるけれども、被収容者の裁判的保障を強化
するために、特別の手続が、刑訴法において被収容者に認められているので
ある
（69）
。
　セレによれば、「行刑法律は、隔離について、既存の根拠を再び繰り返し、
越権訴訟……急速審理の審査……においてのみ、最終的に介入しうる裁判官
に副次的役割を留保する」ものである
（70）
。訴訟との関係では、従来、隔離収
容（placement）の決定については、通常の手段─不服申立て、次に訴訟─
によって争訟の対象となりえ、同様に、なにものも、被収容者に、その取消
争訟に、執行停止─急速審理の申立てを組み合わせる事を禁じていないとさ
れていた
（71）
。この点、法は、隔離措置の場合に、基本的自由─急速審理を申
（69） Costa, op.cit., p. 286.
（70） Céré, op.cit., p.479.　隔離の立法的基礎の脆弱性を指摘するものとして、Céré, 
op.cit., p. 479; Giacopelli, op.cit., p. 31.
（71） Costa, op.cit., p.291; OIP, op.cit., p. 108も参照。
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し立てることができることを明示的に規定した。
　隔離は、なお一層、行政裁判官の追及を必要とすると指摘されるが
（72）
、隔
離をめぐる裁判統制の現状・実効性、急速審理手続による救済の現状・実効
性は、次稿の検討対象である
　 6　懲罰
　懲罰制度は、当然のことながら、被収容者の権利と緊張関係を有する。
　法91条によって改正された刑訴法726条は、「未決の被収容者または自由剥
奪刑に服している被収容者の懲罰制度は、コンセイユ・デタの議を経たデク
レによって定められる」「このデクレは、とりわけ、 1　懲罰事由となる非
行は、その性質及び重大性によって分類されること、 2　懲罰の別は、犯さ
れた非行の重大性の程度による。独房への収容または通常の（単）独房にお
ける閉居収容は、20日を超えないこと、ただし被収容者に対する暴力行為の
場合には、30日に渡ることが可能であること、 3　行刑行政に属さない外部
委員を 1名以上懲罰委員会の構成員とすること、 4　懲罰手続においては、
被収容者は、弁護士の関与に関して場合によっては国の援助を受けながら、
選任された弁護士または職権で任ぜられた弁護士によって補佐されうるこ
と、 5　独房への収容または通常の（単）独房における閉居収容に付された
被収容者が、週一度の面会室への権利を行使する要件、 6　独房への収容ま
たは通常の単独房における閉居収容の措置の維持が、被収容者の健康状態と
相いれない要件、懲罰房への16歳以上の未成年受刑者の例外的収容は、 7時
間を超えることができないこと、緊急の場合において、成年受刑者及び16歳
以上の未成年受刑者は、予防的に、懲罰房への収容または単独房への収容の
対象となりうること、この措置は、 2日を超えることができないこと、被収
容者が懲罰区画または閉居収容される場合、被収容者は、行政裁判法L521‒
（72） OIP, op.cit., p. 108.　
94
2条により急速審理裁判官に提訴することができること、を定める」と規定
している。
　刑訴726条の改正については、その積極面として、懲罰房収容期間の上限
を著しく短縮したということ、被収容者が懲罰区画または閉居収容される場
合における急速審理裁判官への提訴を可能にしたこと、懲罰委員会における
外部委員の導入が指摘される
（73）
。
　懲罰手続・懲罰委員会については、委員会の長である、刑事施設の長の広
範な権限の維持、外部委員は議決権を持たないこと等への批判がある
（74）
。
　なお、行政争訟については、刑訴法R57‒7‒32条（「懲罰委員会によって言
い渡された懲罰を争おうとする被収容者は、懲罰決定の通知から15日以内
に、訴訟を提起する前に、地域圏矯正局長に、当該決定を付託しなければな
らない。不服申立てを受理した地域圏矯正局長は、 1ヶ月以内に、理由を付
して裁決を行う。 1ヶ月以内に裁決がなされない場合は、棄却裁決がなされ
たものとみなされる」）により不服申立前置主義が採用されている。なお、
行政争訟（不服申立・行政訴訟）は、停止的効果を有しないので、予防的に
科される懲罰の場合以外、懲罰に関する争訟の実効性の点で問題を生ぜしめ
ている
（75）
。執行不停止、不服申立前置、不服申立期間の短さの状況の下で、
2009年において、矯正局によれば、言い渡された懲罰決定55064のうち757が
（1.4％）不服申立の対象となり、110の懲罰が、地域圏際矯正局により取り
消され、40の懲罰が修正され（不服申立の19.8％）、最終的に、17の懲罰決
定が、行政裁判所によって審査され、 9の懲罰決定が取り消されたという
（76）
。
（73） Herzog-Evans, op.cit., p. 35. なお、この期間について、Giacopelli, op.cit., p.31は、
ヨーロッパ平均より長いと指摘する。
（74） Herzog-Evans, op.cit., p. 35‒36; OIP op.cit.,  p. 45 et 125; Giacopelli, op.cit., p. 31; 
Céré, op.cit., p. 480.　末道①・前掲注 2） 490頁。
（75） Costa, op.cit., p. 290; OIP, op.cit., p. 128.
（76） OIP, op.cit., p. 128‒129. 同書129頁は、この数字は、懲罰についての真の裁判統制
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　この点では、急速審理手続の重要性が指摘されなければならない
（77）
。法は、
これまで行政裁判所が排除していた、被収容者が懲罰区画または閉居収容さ
れる場合における急速審理裁判官への提訴を可能にした。この急速審理は、
法が定めた場合に限定されるべきではなく
（78）
、この法律の明示的定めを敷衍
する今後の急速審理裁判官の判決の動向が注目されることとなる。
二　デクレの支配の脱却
　2009年法による改正前の刑訴法728条は、「デクレは、行刑施設の組織及び
内部制度を定める」と規定し、改正後の728条は、「コンセイユ・デタの議を
経たデクレによって規定される内部規律は、各カテゴリーの行刑施設の運営
のためになされる諸措置を定める」と規定する。
　新たな刑訴728条によれば、刑事施設の各カテゴリー（拘置所、拘禁セン
ター、中央刑務所）の拘禁条件を定めるのは、もはや単純デクレの形式では
なく、コンセイユ・デタの議を経たデクレの形式での内部規律である。この
形式上の改正は、被拘禁者間の処遇の差異を避けるための統一的な運用の規
律を作成することを可能にするが、被収容者の権利・自由の保障に関する立
法者の管轄を保障するのに十分ではないとされ、広範なデクレへの委任が批
判されており
（79）
、デクレの勝利とも評されている
（80）
。
　法は、立法者の排他的管轄に属するはずであろう公的自由の行使を問題と
する行刑施設の内部的制度の大部分を、デクレに委ねる。例えば、前述のよ
うに、申請または職権による隔離の一般的要件は92条及び93条によって定め
の不存在を雄弁に物語るとする。
（77） Giacopelli, op.cit., p. 31.
（78） Costa, op.cit., p. 291.
（79） Schmitz, op.cit., p. 151‒152; OIP, op.cit., p. 44.　
（80） Herzog-Evans, op.cit., p. 31.　
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られるが、命令権は、なお、これらの条項の内容を定めなければならないし、
懲罰に関して、法91条によって改正された刑訴726条は、「被収容者の懲罰制
度は、コンセイユ・デタの議を経たデクレによって定められる」とし、同条
は、懲罰事由となる非行は、その性質及び重大性によって分類されること、
懲罰の別は、犯された非行の重大性の程度によるという原則等デクレが定め
るべき主要な点を規定するほかは、コンセイユ・デタの議を経たデクレに委
ねている。
　懲罰に関しては、懲罰及び懲罰手続がデクレにより規定されるのでなく法
律によって規定されることが期待されていた。換言すれば、懲罰及び懲罰手
続は、行刑行政に関する定めにおけるデクレの支配というフランス的状況か
らの脱却が志向される典型的場面でもあった。この観点からは、「期待は裏
切られ、法律は、結局、コンセイユ・デタの議を経たデクレに投げ返すこと
によってのみ被収容者の懲罰制度を処理する」と指摘されるところである
（81）
。
　なお、コンセイユ・デタの議を経たデクレへの委任に関して、憲法院
は
（82）
、「被収容者の懲罰制度は、それ自身で、憲法のいう法律事項に属さない。
しかしながら、被収容者が拘禁に内在する制約の中で享受し続ける、権利お
よび自由を保障することは立法者に属する」「デクレは、被収容者が拘禁に
内在する制約の中で享受する権利および自由を侵害する懲罰を定めてはなら
ない」との解釈上の限定を付している。2009年の憲法院の決定は、拘禁刑の
執行の条件を定めるためのデクレの管轄を承認する。
　この点、一般に適用デクレの内容の適法性の統制は重要であるが
（83）
、「権利
および自由を侵害する懲罰を定めることがないことがデクレの作成」につい
て、デクレが越権訴訟の対象となるが故の、行政裁判所たるコンセイユ・デ
（81） Fromont, op.cit., p. 699‒700.　
（82） Cons.const. 19 nov. 2009, n02009‒593 DC, Loi pénitentiaire.　
（83） E. Péchillon, Regard d’un administrativiste sur la loi du 24 novembre 2009, A. J. 
P（2009）, p. 474.
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タの役割も重要となろう。行政裁判官は、2009年12月23日の行刑法律適用デ
クレに対する訴えを提起され、刑訴R.57‒7‒ 8 ないしR.57‒7‒31に規定する懲
罰手続に関し、公正の原則、防御権の原則への懲罰手続きの適合のための解
釈を行っているという
（84）
。
　行刑行政に関する定めにおけるデクレの支配というフランス的状況のから
の脱却の観点からは、公的自由の行使のために市民に認められる基本的保障
を法律事項とする憲法34条を前提とし、改正前728条を廃止することも射程
に入っていた筈であるが
（85）
、改正後も、デクレへの広範な委任体制は維持さ
れている。本稿の問題意識からすれば、デクレに対する行政裁判所の裁判統
制の検討の必要性を言うことができる。
終わりに
　2009年法については、日本の論者により、改善が不完全・不十分な点を指
摘しつつ「刑事施設の被収容者に対して欧州レベルの人権保障を実現するた
め、行刑法による刑法・刑事訴訟法の改正によって、これまで多くの問題点
が指摘されていた部分について改善が図られることによって、フランスの矯
正行政についても一歩前進したという評価を加えることは可能であり」
（86）
「刑
事施設における被収容者の権利の保障を強化する」ものとの評価がなされて
いる
（87）
。
　フランスにおいては、「行刑行政が、当然に行政準則に属するとしていた
ものを法律で定めることとしたこと」（法律化）への積極的評価
（88）
の他、改善
（84） Schmitz, op.cit., p. 154‒156.
（85） OIP, op.cit., p. 44.
（86） 末道①・前掲注 2）507‒508頁。
（87） 末道②・前掲注 2）125頁。
（88） 例えば、Jean-Louis Nadal,Ouvertures, in S. Boussard (dir), Les droits de la 
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点を指摘しつつも、その法的価値が非難されるべき既存の規範の序列の単な
る法律への格上げ
（89）
、デクレの勝利（前述）という批判、全体としての積極
的評価を前提に、なおもヨーロッパ法水準に至らない部分の存在の指摘
（90）
も
存在する。
　ここでは、「はじめに」で引用したシュバリエの言うところを敷衍しておく。
　シュバリエによれば
（91）
、2009年法は、「被収容者の権利および義務」に一つ
の章（第 3章）を充てることで重要な転換を構成するが、この法律は、10年
来、なんの異議もなしに、必要とされてきた刑務所の理解、すなわち、もは
や「non-droit無権利」の空間としてではなく「権利、諸権利に基礎付けら
れる」ものとして理解される刑務所という新たな展望を具体化する。しかし、
この法は、「暫定的な到達点」でしかない
（92）
。なおも「承認された諸権利の射
程と当該権利保障の実効性の問題」が存続する。権利保障の実効性に関して
言えば、被収容者の権利保障と相関的に裁判統制の実効性の問題を生じさせ
る。
　シュバリエの最後の指摘すなわち「裁判統制の実効性の問題」が、本線と
しての筆者の問題意識と連動する。
　本稿では、法44条制定へのフランスの行政裁判所（行政判例）の影響、44
条の行政裁判所（行政判例）への影響あるいは影響可能性（とりわけ国家賠
償責任における過失論と関わって）連動する国家賠償訴訟、法が明示した尊
厳の保障のフランスの行政裁判所・行政判例への影響及び影響可能性、差別
personne détenue, Dalloz,（2013）, p. 14.　　
（89） Péchillon, op.cit., p. 473.
（90） Céré, op.cit., p. 476 et sを参照。Céré, op.cit., p. 482頁は、「法律は、にもかかわらず、
ヨーロッパ法の遵守に適合した被収容者の権利保障の方向性を示す」との評価を行って
いる。
（91） Chevallier, op.cit., p. 1‒3.
（92）Fromont, op.cit., p. 708も「いかなる場合においても、改革の到達点として考えられ
るべきではない」とする。
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化された制度に関する行政裁判所の統制・行政判例の現状と裁判統制の実効
性、身体検査に関しての法の直接的影響を射程に入れた身体検査をめぐる行
政裁判所の裁判統制・行政判例の現状と裁判統制の実効性、移送に関し揺れ
動くとされている行政裁判所の裁判統制・行政判例の現状と裁判統制の実効
性、隔離をめぐる行政裁判所の統制の現状・実効性、急速審理手続による救
済の現状・実効性、懲罰をめぐる不服申立・行政裁判所の裁判統制の現状と
実効性、法による急速審理手続による救済への影響を射程に入れた急速審理
手続による救済の現状・実効性、被収容者の権利自由の保障と関わって、デ
クレ対する行政裁判所の統制の現状とその統制の実効性、についての具体的
検討の必要性を確認した。
　これらの点に関する具体的な検討を射程に入れた、行刑行政に対する裁判
統制の現状とその実効性の検討（言うところの「深化」の検証）が次稿の課
題である。
〔本稿は、平成27年度専修大学長期国内研究の成果である〕
